
．  

改正後  現行  

費目  
各月の支弁額の算式  月の支額の算  

≡三  支弁対象児童等 第 2 欄  貸費誓使濾  第  4  欄  重量  
1′欄   

ノ  葵≡・空   
≠  

n  円  u  円  
f  

】   

般  般  

（5） 略  

u  

‡生  生  

法第27条第1項第3号の規定により  
戸   

し∠ノ  

し∠  

岳  

般  般  

（5）略  

‡生  生  

括  括  

里親の委託児童  略   略  里親の委託堕畳児  
コ凸已  

な休息の支援  
を受ける場合  
のその児童に  

費   費   係る日常生活  別に定める基準による延児童数×  
に必要な経常  
的諸費用   
その児童 

児童養護施設、  その児童（世  次の算式により算定した額。  （世  勝已甜  
嘗 ノし  

算 式（1）  是霜培彊琵毒さ巳   ーム           受   必要な経常的  算「式（1）  必要な経常的  別に定める基準による児童数×月額26，200円  
入   自立援助ホー  受  委託児童  別璃投法警后哲児童数×月額26，200円  

加   

算  加   ム、ファミリー   算式（2）  別に定める基準による児童数×日額860円  
略  

短 



改正後  
現行  

費目  
費目  

支ム対象旧コ白ニノー乍   経費の使途   各月の支弁額の算式   の種 支弁対象児童等     経費の使途  各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  類第  第  4  欄  

1欄   

也  （竺）  一号几の入所  

塾  児童自立支援施   帯）を支援す   妊産婦   必要な事務費  

助   及び生活諸経  
児  

垂   緒障害児短期治   の雇上経費及   一時保護委託児童数（3歳未満児）×  
費   玉民健康保険船口保険国  

畳   療施設、母子生   び日常生活に   月額2，190円  ア  家公務員共済組合、公共企業体職員等共済組合、  

入  
地方公務員等共済組合又は私立学校数職員共済  

施  垂  
組合等をいう。以下同じ。）の被保険者、組合員  

畳  
占  ／l＼ヽ  

又は被扶養者である場合においては、診療報酬  

堂  
の算定方法．（平成20年厚生労働省告示第59号。  

以下「診療報酬の算定方法」という。）及び入院  
施設、第二種自  

閉症児施設、盲  数  時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療  

児施設、ろうあ  
養費に係る生活療養の費用の額の算定に関する  

本  基準（平成18年厚生労働省告示第99号0以下「入  
児施設、肢体不  

分   院時食事療養費の算定基準」という。）に準じて  
自由児施設入所  

部、肢体不自由  
算定した額から、その社会保険において給付が  

行われる額を控除した額。  
児療護施設及び  

保  ィァに該当しない入所妊産婦については診療報  
重症心身障害児  
施設の一時保護  

酬の算定方法及び入院時食事療養費の算定基準  

護  
委託児童（3歳  

に準じて算定した額。  

未満児）  
なお、別に定める基準により施設機能強化推  

（旦）   略   略   次の算式により算定した額の合算額。  費  進費（総合防災対策強化事業に限る。）を必要と  

ア  算式  
するものと認定された施設（第二種助産施設に  

産  ア略  
限る。）にあっては、その認定額を加算する。  

施  
占  注異常分娩のため第二種助産施設から  

邑又  
入院する場合等については、この欄に掲  

基  

本  
げる経費のほか、医療費を支弁できるも  

数  のとし、その支弁要件、その使途及び各  

保  
月の支弁額の算式については、この表の  

護  （廷）の費目の項に定めるところによる0  

∠＼  

丁▲ †－・－＿一丁 －－二∨   



〉／l三E  

l   類第  第  2  欄    第 3 欄   j吊  4  憫  

（旦）  

第   4   欄  l    …桑彗l （竺）  

助  助  

産  産  
ア  

施  施  

設  

基  イ略  基  

本  
数  

本  

分  

保  保  

護  護  

費  注異常分娩のため第二種助産施設から  
入院する場合等については、この欄に掲  

費   

月の支弁額の算式については、この表の  
（坦）の費目の項に定めるところによる0  

（ア）   

助産施設  分娩介助料   
【71  助産施設  分     つこ場合こ、＼  分娩を取り扱った場合においては、ア  

イ  の入所妊   により支弁する点数分のほか、分娩介助  イ  の入所妊  により支弁する点数分のほか、分娩介助  

占  分 蝿  産婦  料として分娩児1人につき1略310円を限  点  分 桟  産婦  料として分娩児1人につき129，730円を限  

度として支弁できる。  
数  

数  」L  

以  以  

外  胎盤処置料  略  外  胎盤処置料  胎盤の処置を他に委託した場合において  

の  の  はアにより支弁する点数分のほか、その  

分   分   実績を支弁して差し支えない。  
円  料  

（ウ）  新生児介補料  略  （ウ）  新生児介補料  新生児の介補を行った場合においては  

桝  斯  アにより支弁する点数分のほか、新生児  
生  生  
足   児  介補料として分娩児1人当たり1日につ  

什  
捕  補  き3，810円を限度として支弁できる。  
料  料  



改正後  現行  

費目  費目  

の種  支弁対象児童等    経費の使途   各月の支弁額の算式  の種  支弁対象児童等    経費の使途   各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  類第  第  4  欄   

1欄   1欄   

（旦）  （エ1  保険料   略  （竺）  保険料   分娩を取り扱った場合においては、  

悍  県  アにより支弁する点数分のほか、医学  

助  旗  助  験  的管理の下における出産について、特 

産  千l  産  糾  定出産事故に係る事故が発生した場合  

施  施  において、出生者の養育に係る経済的  
壬J■も 房又  

負担の軽減を図るための補償金の支払  

基  基  に要する費用の支出に備えるための保  

本  本  険契約（出生者等に対し、総額3，000万  

分  分  円以上の補償金を支払う契約）が締結  

保  保  されており、かつ、特定出産事故に関  
護  護  する情報の収集、整理、分析及び提供  

費  費  の適正かつ確実な実施のための措置を  

講じている場合に、その保険料相当額  

として、分娩児1人につき、30，000円  

を限度として支弁できる。   

過 

＿   

（亘）  

童自立支援施設、    幼稚園就園  その施設等のその月におけるその措置児  童自立支援施設、  経費   ただし、教材代星娃通学のための交通  

勉                      情緒障害児短期治    に必要な経  童につき、幼稚園に就園している児童であ  情緒障害児短期治    （1）その児童  費を支弁すべき児童があるときは、それ   

療施設、乳児院若    畳   って、幼稚園就園に必要な入学金、保育料、  療施設の堕畳児童    の義務教育  ぞれ算式（2）茎逆算式（旦）により算定した  

しくはファミリー  制服等の実費（寄付金は除く。）を合算し  教  （特別支援  額を、児童自立支援施設においては、教  
壁  た額。  童であって、義務    学校高等部  材費として算式（呈）により算定した額を、   

又は里親の委託児  ただし、各自治体において幼稚園就園奨  教育諸学校又は特    の教育を含  特別支援学校高等部第1学年に入学する  

量  励費を補助している場合においては、その  別支援学校の高等    む。）   児童があるときは算式（量）により算定した  

里  就園奨励費補助額を控除した額とする。  虫 日  

及び特別支援学校  額に加算する。なお、算式（量）については  

の高等部1学年に  

里  入学するもの。  （3）通学のた  

費   めの交通費  次の表の教育費学年別月額保護単価  

（4）児童自立  ×その月の学年別就学措置児童数  

支援施設の  

教材費   

■・一L一・－上ヽ■＿こ，二1J   



費目  
の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式   

類第  第  4  欄   

1欄   

（7）  児童養護施設、児  次に掲げる  次の算式（1）によって算定した額。   
童自立支援施設、  経費   ただし、教材代」東学のための交通費」  
情緒障害児短期治  （1）その児童  部活動費又は学習塾費を支弁すべき児童  

教  
アミリーホームの  （特別支援  式（旦）により算定した額を、児童自立支  
入所児童又は里親  学校高等部  援施設においては、教材費として算式（旦）  
の委託児童であっ  の教育を含  により算定した額を、特別支援学校高等  

士 日  部第1学年に入学する児童があるときは  
校又は特別支援学  に必要な学  算式（7）により算定した額を、それぞれ  
校の高等部に在学  用品費   算式（Dによって算定した額に加算する。  

中のもの及び特別  （2）教材代  なお、算式（ヱ）については4月分の措置  
費  
1学年に入学する  めの交通費  算式（1）  
もの。   （4）部活動費   次の表の教育費学年別月額保護単価  

（5）学習塾費   ×その月の学年別就学措置児童数  

（旦）児童自立  教育費保護単価表（措置児童数1人当たり）  
支援施設の  学年別  小学校 中学校 特別支援学校  

教材費  高等部  

（ヱ）その児童  

の特別支       保護単価Z，110円4．180円4，180円  

援学校高等  （月額）  
部入学に必  算式（2）  

要な学用品  略  
費等   算式（3）  

略  
算式（4）  

その施設又は里親のその月におけるそ  

の措置児童のうち部活動に入部している  
児童であって、部活動に必要な道具代、  
遠征費等の実費を合算した額。  

算式（5）  

その施設又は里親のその月におけるそ  
の措置児童のうち学習塾に通っている児  
童であって、学習塾に必要な授業料（月  

謝）、講習会費等の実費を合算した額。   

各月の支弁額の算式  
第  4  欄  

支弁対象児童等  
第  2  欄  

経費の使途  
第 3 欄  

教育費保護単価表（措置児童数1人当たり）   

学年別  小学校  中学校  特別支援学校  

高等部   

保護単価  

（月額）   

（亘）その児童  

の特別支援  
学校高等部  

入学に必要  

な学用品費  
等  

算式（2）   

その施設又は里親のその月における  
その措置児童の別に定めるところによ   
り教科書に準ずる正規の教材として学  
校長が指定するものの購入に必要な実  
費を合算した額。  
算式（3）   

その施設又は里親のその月における  
その措置児童であって、交通費の支給  
を必要と認めるものがあるときは、そ  
の児童が最も経済的な通常の経路及び  
方法により通学する場合のその普通旅  

客運賃の定期乗車券（定期乗車券のな  
い場合にあっては、これに準ずるも  
の。）の実費を合算した額  
算式（呈）   

教材費月額保護単価小学校該当児  

190円、中学校該当児270円×その月の  
児童自立支援施設の小学校又は中学校  

別該当措置児童数（ただし、算式（2）  
及び算式（3）の対象児童を除く。）  

算式（5）   

特融加算費年額保護単価旦Z⊥＿Z些円×  

特別支援学校の高等部第1学年入学措  

置児童数   



改正後  現行  

費目  費目  

の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種 支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  類第  第  4  欄  

1欄   1欄  

←工〕  式 6  （6）   

教府費月額保護単価小越校該当旧  童自立支援施設、  の学校給食に  措置児童がその義務教育諸学校又は特別  

教  190円中学校該当児270円×その月の  学  
児童自立支援施設の′ト学校又は中学校  療施設の措置児童  徴収される実費を合算した額。  

別該当措置児童数（ただし、算式（2）  校  
太  
日  及び算式（3）の対象児童を除く。）  」 

算式（ヱ）  
給  

特別加算費年額保護単価58，100円×  ている義務教育諸  

費  特別支援学校の高等部第1学年入学措  食  
置児童数  学校の高等部に在  

（旦）  略  費   

童自立支援施設、  
児    次の算式により算定した額の合算額  

学   （ヱ）  望苦要撃護鮎  蔓宗得票富農  

アミリーホームの  見  
宿泊費等   算式  

．人伊「児童又は里親 百雷罷冗童であっ  次の表の見学旅行費学年別年額保護  

て、学校給食を実  学   単価×その月の学年別見学旅行参加措  
不学校第6学年、   置児童数  

施している義務教   

費  旅  見学旅行費保護単価表  

に在学中のものハ  3学年（特別支援   （措置児童（者）1人当たり）  

（旦ノ  略  学校の高等部を含  学年別 保護単価（年額）  

行  小学校第6学年  
自立支援施設、情緒  

20，600円  

ので、その学校の  見  中学校第3学年  55，900円  

教育課程において  高等学校第3学年 
若しくはファミリー  

108，200円  

ホームの入所児童又  費   （特別支援学校高等部を含  

学  行（通常の「見学  む。）  

あって、小学校第6  旅行」をいう。）に  

学年、中学校第3学  参加するもの。  

旅  
第3学年（特別支援  

行  
む。）の在学中のもの  

で、その学校の教育  

費   
れる見学旅行（通常  

の「見学旅行」をい  

う。）に参加するもの。   



【  改正後  】  現行  

費目  
の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種 支弁対象児童等 経費の使途  各月の支弁額の算式  

類第  第  2  欄  第 3 欄   第  4  欄  類第  第  2  欄  第 3 欄   第  4  欄  

1欄  
（10）  児童養護施設、児  略   略  1欄      ∧一  し             ノー／rr」－一■             （8）  児童養護施設、児  その児童の入  次の算式によって昇正した額の合算額  
天  童自立支援施設  入  童自立支援施設、  進学に際して  とし、4月分の措置費等として支弁する。  

進  情緒障害児短期治  進  情緒障害児短期治  必要な学用品  算式  
療施設若しくはフ  学 支   アミリー 

学  次の表の入進学支度金学年別年額保  
ホームの  支   護単価×学年別入進学措置児童数  

度  入所児童又は里親  度  置児童であって、  入進学支度金保護単価表  

金  万す藷児童  金  小学校第1学年に  （措置児童1人当たり）  

であって、′ト学校第  入学し、又は中学  学年別 保護単価（年額）  

1学年に入学し、  校第1学年に進学  小学校第1学年入学児童 39500円   

l（8）  l児童養護施設、児  lその児童の入  l茨め算式によって算定した額の合算額   
入  童自立支援施設、  進学に際して  とし、4月分の措置費等として支弁する。   
進  情緒障害児短期治  必要な学用品  算式   
療施設の措置児童  次の表の入進学支度金学年別年額保   

又は里親再委託堕   護単価×学年別入進学措置児童数   

度  置児童であって、  入進学支度金保護単価表   
金  不学校第1学年に  （措置児童1人当たり）  

入学し、又は中学  学 年 別  保護単価（年額）  

校第1学年に進学  小学校第1学年入学児童  39．500円  

するもの。  中学校第1学年進学児童  46，100円  

（9）  児童養護施設、児  次に掲げる経  次の算式によって算定した額の合算額。   
童自立支援施設、  費   ただし、算式（2）については4月分の措置  

特  
療施設の措置児童  の高等学校  算式（1）  

別  次の表の特別育成費公私別月額保護  

置児童であって、  ける教育に  単価×その月の公私別高等学校在学措  
ゴく 日  

により、高等学校  
に在学しているも   
の及び高等学校第  納付金、教   

費  科喜代、学  l公私別  保護単価（月額） 

もの。   用品費等の  】国・公立高等学校  22，270円  

32，970円  教科学習費、 通学費等  

の高等学校   

（措置児童1人当たり）  

（2）その児童   

特別加算費年額保護単価塑」旦旦円×  

入学に際し  
必要な学用   

（建）  

童自立支援施設、  
行夏  
事季   

費等  文は里親万委託措  通費等   夏季等特別行事費1件当たり保護単   

特  置児童であって、  価3，000円×夏季等特別行事参加措置   
別  音務教育諸学校に  児童数   
在学しているもの  
で、その学校又は  

「（10）  ■略   
天  
進  

療施設若しくはフ  学 支  
アミリーホームの  

度  
金   
であって、′ト学校第  

1学年に入学し、  

又は中学校第1学年  
に進学するヰ）の 

。   

童自立支援施設、  費   ただし、算式（2）については4月分の措置  
特  
療施設、自立援助  の高等学校  算式（1）  

別  略  
アミリーホームの  

太 日  
の委託児童であっ  

成  
ころにより、高等  

費  
るもの及び高等学  
校第1学年に入学  

するもの。   通学費等  
（2）その児童  

の高等学校   算式（2）  
入学に際し   特別加算費年額保護単価壁土一些円×  

必要な学用  
品費等   

（1星）  略   略  
童自立支援施設、  

行夏  
事季  
費等  

特  
別   
て、義務教育諸学  
校に在学している  
もので、その学校  
又は教育委員  



改正後  現行  

費目  費目  
の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  類第  第  4  欄  

1欄   1欄   

会が、当該学年の  教育委員会が、当  
児童・生徒の全員  該学年の児童・生  

事季  事季  

費等  費等  
特  特  
別  別  

（13）  略  もの∩  
苅   （11）  児童養護施設、児  その児童の年  次の算式によって算定した額とし、12  

、   琴ト  

療施設、乳児院若  末   
時  しくはファマリー  療施設、乳児院の  算式  
扶  時  措置児童、里親の  期末一時扶助費年額保護単価5，070  

助  又は里親の委託児  扶  委託措置児童又は  円×12月初日の措置又は一時保護児童  

費  童又は一時保護所  助  数  
の一時保護児童  

（14）  児童養護施設、児  略   略  馨   

立 ㍍施処  童 立 愛一設、  医、に必要な  ∫  

医  医  その施設等のその月におけるその措置児  
療施設、乳 児院、  療施設、乳児院、  童等につき、診療報酬の算定方法及び入  

ファミリーホーム  助産施設の措置児  院時食事療養費の算定基準に準じて算定  

療  療  した額（その医療機関が社会保険の指定  

の措置児童等文は  措置児童等、又は  医療機関であり、かつ、その措置児童等  
里親の委託児童又  ＝簡保護所の一時  が社会保険の被扶養者等である場合にお  

費   費   いては、その社会保険において給付が行  
所の一時保護児童で  疾確執こより因瓶歯科  われる額を控除した額とする。）を合算し  

あづ蘭韓コこり囲両  医師等によって診察  た額。  
齢国師鞠こよづて詔察  、泊嵐親手術等の  なお、その措置児童等の看護、移送等  
、懐親手術等の  医療を受けるためその  に要する費凧についても健康保険法の取  

医療を受けるためその  支弁を必要と認め  扱いの場合に準じて支弁して差し支えな  
支弁を必要と認め  られるもの。   い。  

られるもの∩  （1蔓）  

（15）  児童養護施設、児  略   略  童自立支援施設、   算式（1）  

職－  童自立支援施設、  職   

業  情緒障害児短期治  業  療施設の堕畳児童、  の交通費  の措置児童が最も経済的な通常の経路及  
補  療施設、自立援助  補  又は里親の委託客  （2）その児童  び方法により通う場合のその普通旅客運  
導  ホーム若tて7まラ  導  置児童であって義  に係る教科  賃の定期乗車券（定期乗車券のない場合  
費  アミリーホームの  費  霧教育を終了した  にあってはこれに準ずるもの）の実費  
△透過量又は里親  後、公共職業訓練  算式（2）  

の委託児童であっ  施設等の職業補導  職業補導費月額保護単価4，800円×そ  

て義務  機関に通うヰ，の∩   



改正後  

各月の支弁額の算式  
4  欄  

支弁対象児童等  
第  2  欄  

経費の使途  
第 3 欄  

各月の支弁額の算式  
第  4  欄  

支弁対象児童等  
第  2  欄  

経費の使途  
第 3 欄   

（14）  ■児童養護施設、児  ■その児童の冬  次の算式（1）によって算定した額とし、里親’  
童自立支援施設（通  期の採暖に必  に委託されている児童及び母子生活支援施設   

所部を含む）、情緒  要な経費   に入所している児童が情緒障害児短期治療施  
児  設又は児童自立支援施設へ通所する場合に  
設（適所部を含む）、  おいては、算式（2）により算定した額。  
乳児院若しくは母  ただし、その支弁のできる期間は、10  

］±こ二 臼  月分から翌年3月分までに限る。  
措置児童等又は里  算式（1）  

画房委託措置児童  次の表の児童用採暖費級地別月額保護  
用  単価×その月初日の措置児童等数  

算式（2）  

次の表の児童用採暖費級地別月額保護  
採  単価÷その月の開所日数×その月の適所した日数  

（注）10円未満の端数は切り捨てる。また、  

「開所日数」とは、日曜日、国民の祝日及   
暖  び休日を除いた日数をいう。  

児童用採暖費保護単価表  
（措置児童等1人当たり）  

費  児童葉誰施  乳児院  母指擢ま援  

設児童自立  敬し髄  

搬情  立対斎肺癌  

細轄煙醐  所凱†御幸  

治療抵設、  脚≠療  

里親  施設適所都  

旧5級地   6．820円   7．210円 1．130円  

旧4級地   5，220  5．660  960  

旧3級地   3．380  3．590  590  

旧2綾地   2，520  2，620  380  

その他の地域  1，260  1、260  190  

（注）この表の「旧5級地から旧2級地」までの緑地区分は  

一般職の職員の給与に関する法律等の→部を改正する法  

律（平成16年法律第136号）の施行（平成16年10月28日）  

前の国家公務員の寒冷地手当に関する法律第1条に定め  

る地域とし、「その他の地域」は旧5級地から旧2級地  

までの地域以外の地域とすること 

。  （15）  児童養護施設、児  （1）その児童  次の算式（1）によって算定した額とし、   
支■就  童自立支援施設、  の就職に際  入所措置が解除される日の属する月の措  
度職  情緒障害児短期治   し必要な寝  置膏等として支弁する。   
費  療施設の堕置児童  具類、被服  ただし、別に定める基準に該当する場  
又は里親の委託堕  類等の溝入費  合においては、算式（2）によって算定した  

■略   （15）  

補職  
善業  

曹   機関に通うヰ）の∩   
（16）  児童養護施設、児  その児童の冬  次の算式（1）によって算定した額とし、里親   

童自立支援施設  期の採暖に必  に委託されている児童及び母子生活支援施設  

（通所部を含む）、  要な経費   に入所している児童が情緒障害児短期治療施  
児  設又は児童自立支援施設へ適所する場合に  

療施設（通所部を  おいては、算式（2）により算定した額。  
含む）、乳児院、  ただし、その支弁のできる期間は、10  

二亡Ⅰ二 臼  月分から翌年3月分までに限る。  

若しくはファミリ  算式（1）  

ーホームの入所児  次の表の児童用採暖費級地別月額保護  
用  単価×その月初日の措置児童等数  

託児童  算式（2）  

次の表の児童用採暖費級地別月額保護  
採  単価÷その月の開所日数×その月の適所した日数  

（注）10円未満の端数は切り捨てる。また、  

「開所日数」とは、日曜日、国民の祝日   
暖  及び休日を除いた目数をいう。  

児童用採暖費保護単価表  

（措置児童等1人当たり）  

費  児童葉護施乳児院母子生活支援  

施設種別設、児童自立 方敵児童自  

支援施設、情 立搬通  

傭期 所部、情緒噂  

治療施設、 害児短期帽療  

ファミサ寸←ム 施設適所部  

、里親  
旧5銀地 6，820円7，210円1．130円  

旧4級地 5．220 5．660 960  

旧3級地 3．380 3．590 590  

旧2級他 2，520 2．620 380  

その他の地域1．260 1．260 190  

注）ニの表の「旧5級地から旧2銀地」までの緑地区分は  

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法  

律（平成16年法律第136号）の施行（平成16年10月28日）  

前の国家公務員の寒冷地手当に関する法律第1粂に定め  

る地域とし、「その他の地域」は旧5級地から旧2緑地  

までの地域以外の地域とすること。  



改正後  現行  

費目  費目  

の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  頬第  第  4  欄  
1欄   1欄   

15）  置児童であって、  （2）その児童  額を加算する。  
認  童自立支援施設、   （17う  児童養護施設、児  （1）その児童  次の算式（1）によって算定した額とし、                 の就職に際  措置が解除される日の属する月の措置費    認  ぞの児童が就職す   の就職に際  算式（1）  

職  情緒障害児短期治  し必要な寝  等として支弁する。  職  るためその入所の   し必要な住   就職支度費1件当たり保護単価  
支  療施設若しくはフ  具類、被服  ただし、別に定める基準に該当する場  支  措置が解除される   居費、生活  73，000円×その月の就職による措置解  
度  アミリーホームの  類≡彰甥折衷  合においては、算式（2）によって算定した  度  こととなったもの。  費等   蔭緊要数  

費  入所児童又は里親  （2）その児童  額を加算する。  費  算式（2）  

爾童であっ  の就職に際   算式（1）  就職支度費1件当たり特別基準保護  

て、その児童が就   し必要な住   就職支度費1件当たり保護単価  単価137，510円×その月の別に定める  
職するためその措  75，000円×その月の就職による措置解  基準による就職による措置解除児童数  

置が解除されるこ   除児童数  （16）  児童養護施設 、児  （1）その児童  次の算式（1）によって算定した額とし、  
ととなったもの。  算式（2）  天  童自立支援施設、   の進学に際  △堕措置が解除される日の属する月の措  

略  学  

進   

学  

（18）  児童養護施設、児  （1）その児童   次の算式（1）によって算定した額とし、  等   
天■  童自立支援施設、   の進学に際  措置が解除される日の属する月の措置費  自  その児童が大学等  （2）その児童  算式（1）  

学  情緒障害児短期治  し必要な学  等として支弁する。  立  へ進学するためそ   の進学に際   大学進学等自立生活支度費支度費1  
進  療施設若しくはフ  用品及び参   ただし、別に定める基準に該当する場  生  の入所の措置が解   し必要な住  件当たり保護単価  
学  アミソーホームの  考図書類等  合においては、算式（2）によって算定した  活  除されることとな  居費、生活  73，000円×その月の進学による措置解  
等  入所児童又は里親  の購入費   額を加算する。  支  ったもの。   費等   除児童数  

自  面委寓了宮童であっ  （2）その児童   算式（1）  度  算式（2）  

立  て、その児童が大  の進学に際   大学進学等自立生活支度費支度費1  大学進学等自立生活支度費1件当た  

生  学等へ進学するた  し必要な住   件当たり保護単価  り特別基準保護  

活  めその入所の措置  居費、生活   75，000円×その月の進学による措置解  単価137，510円×その月の別に定める  

支  ‾簡頂董数  基準による進学による措置解除児童数  

度   算式（2）  （17）  児童養護施設、児  その死亡児の  次の算式により算定した額。  
費  略  童自立支援施設、  

情緒障害児短期治  納骨その他葬  
（19）  児童養護施設、 児  略   略  葬  

童自立支援施設、  児院の措置児童又  要な経費   額が450円を超えるときはその超える額  
情緒障害児短期治  は里親再委託連星  を、自動車料金その他死体の運搬に要し  

葬  祭  た費用の額が10，760円を超えるときは  
自立援助ホーム若  亡したもの（以下  8，940円の範囲内においてその超える額  
しくはファミリー  「死亡児」という）  を、それぞれ加算する。  

祭  費  算式  

又は里親の委託児  葬祭費1件当たり保護単価153，900  
童であって、死亡  円×死亡児数  

費  

亡児」という）  （18）  児童自立支援施設  その児童の捜  その施設のその月におけるその児童に          ど■連  

しれ  

費も   たぬこ腸彪費   

」iL＃、一「ゴー」む＝ゝ∴Y  －▲■■」」首・「二kヱこ二塩「甘   



各月の支弁額の算式  

第  4  欄  

支弁対象児童等  

第  2  欄  

経費の使途  

第 3 欄  

各月の支弁額の算式  

第  4  欄  

支弁対象児童等  

第  2  欄  

経費の使途  

第 3 欄  
‖  11欄I  

l  l  u  ‖  11欄I  l  l  

（旦旦）  略   略  （堕）  普通旅客運賃）とその児童の普通旅客運  

ど連  ど連  賃、宿泊料とを合計した額にこれらの経  

しれ  しれ  費以外の特に要した費用があるときには  

費も   費も  これを加えた額の合算額  

（生）  里親委託児童   次に掲げる経  次の算式によって算定した額の合算額。  （坦）  里親委託堕置児童  次に掲げる経  次の算式によって算定した額の合算額。  
里里  費   ただし、算式（2）については、委託を開  里里  費   ただし、算式（2）については、委託を開  

親親  （1）その児童  始した月の措置費等として支弁する。  親親  （1）その児童  始した月の措置費等として支弁する。  
受手  

に係る委託   算式（1）  受手  に係る委託  算式（1）  
託当  手当   ア 里親手当  託当  手当   ア 里親手当  

支・  （2）新たに措   里親手当月額保護単価嬰』些円×    支・  （2）新たに委   里親手当月額保護単価姐円×  

度  置した際に   ユ△  度  託措置した   その月の措置児童数  

費  必要な経費   ただし、二人目以降は36，000円×そ    費  際に必要な  イ 専門里親手当  

の月の措置児童数  経費   専門里親手当月額保護単価圭坦Lヱ坦  

イ専門里親手当  円×その月の措置児童数  

専門里親手当月額保護単価建と些坦  算式（2）  

円×1人  

ただし、二人目以降は87，000円×  里親受託支度費1件当たり保護単価  

⊥△  42，600円×新規委託措置児童数  

算式（2）  

略  

（些）  

受フ  た際に必要な  

廷畳   墓室  

ファミリーホーム受託支度費1件当  

たり保護単価4乙600円×新規委託措置  

児童数  

⊥  

ム   



3 定員外支弁の禁止  
事業費の各種目ごとの支弁額の算定に用いる措置人員の数には、やむを  
得ない特別の理由がある場合を除いては、その施設の定員を超える部分は  

算入しないものとすること。   

第5 徴収金基準額  
1 各月の基準額の算定方法  
各年度における徴収金基準額は、その措置児童等（母子生活支援施設に  

ついては入所世帯、助産施設については入所妊産婦とする。以下この項に  
おいて同じ。）単位に、表の施設種別及び各月初日（月の途中で入所した  

措置児童等についてはその月の初日。以下この項において同じ。）の措置   

児童等及びその措置児童等の属する世帯の扶養義務者の税額等による階層  

区分によって定まる基準額（この額にその月のその措置児童等に係る次の   

2により算定した支弁額が満たない場合においては、その支弁額とする。）  

により算定した額の年間の合算額とすること。  

2 各月の支弁額の算定方法  
児童養護施設、児童自立支援施設（通所部を含む）、情緒障害児短期治   

療施設（通所部を含む）、乳児院、母子生活支援施設又は里親の各月のそ  

の措置児童等1人当たり又は1世帯当たりの支弁額は、次の算式（1）によ  

り算定した額とすること。  

ただし、その措置児童等の在籍日数が1カ月未満であるときは、算式（2）  

によるものとすること。  

なお、民間施設給与等改善費、施設機能強化推進費、単身赴任手当加算   
費、入所児童（者）処遇特別加算費、除雪費、降灰除去費、里親手当及び保   

育機能強化加算費は、徴収の対象とはならないこと。  
算 式（1）  
その施設の事務費の月額保護単価（乳児、1・2歳児、年少児、特別指   

導費及びボイラー技士雇上費の単価を含み、民間施設給与等改善費、施設   
機能強化推進費、単身赴任手当加算費、入所児童（者）処遇特別加算費、除   

雪費、降灰除去費、保育機能強化加算費の単価を除く。次の算式（2）にお   

いても同じ。）＋事業費の各費目（里親手当除く。次の算式（2）において   

も同じ。）のその月におけるその措置児童等につきその支弁した額の合算  

額  

3 略  

第5 徴収金基準額  
1各月の基準額の算定方法  
各年度における徴収金基準額は、その措置児童等（母子生活支援施設に  

ついては入所世帯、助産施設については入所妊産婦とする。以下この項に  
おいて同じ。）単位に、表の施設種別及び各月初日（月の途中で入所した  

措置児童等についてはその月の初日。以下この項において同じ。）の措置  叫  

児童等及びその措置児童等の属する世帯の扶養義務者  （自立援助ホーム   

卿）の税額等による階層区分によって定まる   
基準額（この額にその月のその措置児童等に係る次の2により算定した   

支弁額が満たない場合においては、その支弁額とする。）により算定した   

額の年間の合算額とすること。  

2 各月の支弁額の算定方法  
児童養護施設、児童自立支援施設（通所部を含む）、情緒障害児短期治  
療施設一（適所部を含む）、乳児院、母子生活支援施設  自立援助ホーム  

ファミリーホーム又は里親の各月のその措置児童等1人当たり又は1世帯  

当たりの支弁額は、次の算式（1）により算定した額とすること。   

ただし、その措置児童等の在籍日数が1カ月未満であるときは、算式（2）  

によるものとすること。   

なお、民間施設給与等改善費、施設機能強化推進費、単身赴任手当加算  

費、入所児童（者）処遇特別加算費、除雪費、降灰除去費、里親手当及び保  

育機能強化加算費は、徴収の対象とはならないこと。   

算 式（1）   
その施設の事務費の月額保護単価（乳児、1・2歳児、年少児、特別指  
導費及びボイラー技士雇上費の単価を含み、民間施設給与等改善費、施設  
機能強化推進費、単身赴任手当加算費、入所児童（者）処遇特別加算費、除  

雪費、降灰除去費、保育機能強化加算費の単価を除く。次の算式（2）にお  

いても同じ。）＋事業費の各費目（里親手当除く。次の算式（2）において  

も同じ。）のその月におけるその措置児童等につきその支弁した額の合算  

額  

一一■i・れ二「二L二n「甘  一■」ぷ・∴血＿－悪＝ゝ「甘  
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改正後  

算 式（2）  
［（事務費の月額保護単価＋事業費の各費目のうち月額保護単価により   
支弁した額の合算額）÷その月の日数］×その月の措置児童等在籍日数＋   

月額保護単価により支弁しノた費目以外の事業費の支弁した額の合算額   

第6 端数計算の方法  

この国庫負担金における金額の計算課程において、ある金額をある数値で   

除し、又はある金額にある数値を乗じて計算した場合の金額に1円未満の端   

数を生じたときは、その端数金額が生じた段階においてこれらを切り捨てる   

ものとすること。  
ただし、診療報酬の算定方法及び入院時食事療養費の算定基準に準じて算   

定する場合においてはその定めるところによるものとすること。   

第7 保護単価等の特例措置  
都道府県知事又は指定都市、中核市若しくは児童相談所設置市の市長は、   

特別の事由があるため、この交付要綱に定める保護単価、徴収金基準額その   
他この交付要綱に定める支弁及び徴収の要件によることが適当でないと認め   

られるときは、その事案につき厚生労働大臣の承認を得て、別に定めるとこ   

ろによって支弁することができるものとすること。   

第8 児童養護施設に移行した法改正前の虚弱児施設の経過措置  
児童福祉法の一部改正（平成9年法律第74号）により、児童養護施設へ移   

行することとなった虚弱児施設については、厚生労働大臣の承認を得て、別   
に定めるところによって支弁することができるものとすること。   

第9 保護受託者の廃止に伴う経過措置  
児童福祉法の一部改正（平成16年法律第153号）により、廃止することと  
なった保護受託者については、改正法の施行の際現に保護受託者に委託され  

ている児童がいる場合は、委託期間が満了するまでの間は従前の例により支  

弁することができるものとする。   

算 式（2）   

［（事務費の月額保護単価＋事業費の各費目のうち月額保護単価により   

支弁した額の合算額）÷その月の日数］×その月の措置児童等在籍目数＋   
月額保護単価により支弁した費目以外の事業費の支弁した額の合算額   

第6 略  

第7 略  

第8 略  

第9 略  



改正後  現行   

表 児童入所施設徴収金基準額表  表 児童入所施設徴収金基準額表  

母子生活支援施設  母子生活支援施設  

各月初日の措置児童等の属する世帯の階層区分  入所施設  児童自立支援施設適所部  入所施設  児童自立効親設廟閻  
†醐新帝朽  情緒宅診読窮昨療梅捉読聴  

自立援助ホーム  定  義  徴収金基準額  徴収金基準額  

階層  定  義  徴収金基準額  徴収金基準額  区分  （月額）  （月額）  

区分  （月額）  （月額）  生活保護法による被保護世帯（単給世  

生活保護法による被保護世帯（単給世  帯含む）及び中国残留邦人等の円滑な  

帯含む）及び中国残留邦人等の円滑な  A    帰国の促進及び永住帰国後の自立の支  0円   0円  

A    帰国の促進及び永住帰国後の自立の支  0円   0円  援に関する法律による支援給付受給世  

援に関する法律による支援給付受給世  十H一  

十H‾  

市  B  A階層を除き当該年度分の市町村民税  2，200   1，100  

B  A階層を除き当該年度分の市町村民税  2，200   1，100  非課税世帯  

非課税世帯  A階層及びD階層  

A階層及びD階層  Cl   を除き当該年度分  4，500   2，200  

Cl   を除き当該年度分  4，500   乙200  の市町村民税の課  

の市町村民税の課  税世帯であって、  

税世帯であって、  所得割の額がある  その市町村民税の  6，600   3，300  

その市町村民税の  6，600   3，300  額の区分が次の区  

額の区分が次の区  分に該当する世帯   

分に該当する世帯   Dl   30，000円以下   9，000   4，500  

Dl   30，000円以下   9，000   4，500  D2  15，001円から  13，500   6，700  

D2  15，001円から  13，500   6，700  40，000円まで  

40，000円まで  A階層及びB階層  18，700   9，300  

A階層及びB階層  18，700   9，300  を除き前年分の所  70，000円まで  

を除き前年分の所  70，000円まで  得税課税世帯であ  29，000   14，500  

得税課税世帯であ  29，000   14，500  って、その所得税  183，000円まで  

って、その所得税  183，000円まで  の額の区分が次の  その月のその措置  
の額の区分が次の  その月のその措置  児童等にかかる措  

児童等にかかる措  

区分に該当する世 帯  

置費等の支弁額  

区分に該当する世 十日‾ 田  

置費等の支弁額  183，001円から  20，600  

183，001円から  20，600  403，000円まで  

403，000円まで  を超えるときは  

を超えるときは  41，200円とする。）  
41，200円とする。）  

t司  



■h  

略   

1703，000円まで  l（全額徴収。ただし、  l額徴収。ただし、  

その額が54，200円  その額が27，100円  

を超えるときは  を超えるときは  

54，200円とする。）  27，100円とする。）   

その月のその措置  その月のその入所  

児童等にかかる措  世帯にかかる措置  

703，001円から            置費等の支弁額  費等の支弁額（全   

1，078，000円まで  （全額徴収。ただし、  額徴収。ただし、  

その額が68，700円  その額が3も300円  

を超えるときは  を超えるときは  

68，700円とする。）  34，300円とする。）   

その月のその措置  その月のその入所  

児童等にかかる措  世帯にかかる措置  

1，078，001円から            置費等の支弁額  費等の支弁額（全   

1，632，000円まで  （全額徴収。ただし、  額徴収。ただし、  

その額が85，000円  その額が42，500円  

を超えるときは  を超えるときは  

85，000円とする。）  42，500円とする。）   

その月のその措置  その月のその入所  

児童等にかかる措  世帯にかかる措置  

1，632，001円から            置費等の支弁額  費等の支弁額（全   

2，303，000円まで  （全額徴収。ただし、  額徴収。ただし、  

その額が102，900  その額が51，400円  

円を超えるときは  を超えるときは  

102，900円とする。）  51，400円とする。）   
その月のその措置  その月のその入所  

児童等にかかる措  世帯にかかる措置  

2，303，001円から            置費等の支弁額  費等の支弁額（全   

3，117，000円まで  （全額徴収。ただし、  額徴収。ただし、  

その額が122，500  その額が61，200円  

円を超えるときは  を超えるときは  

122，500円とする。）  61，200円とする。）  



改正後  現行  

その月のその措置  その月のその措置  
児童等にかかる措  児童等にかかる措  

3，117，001円から    置費等の支弁額   費等の支弁額（全  3，117，001円から    置費等の支弁額   

Dll  4，173，000円まで  （全額徴収。ただし、  Dll  4，173，000円まで  （全額徴収。ただし、  
その額が143，800  その額が143，800  

円を超えるときは  円を超えるときは  
143，800円とするh）   143．800円とするn）   
その月のその措置  その月のその措置  
児童等にかかる措  児童等にかかる措  

4，173，001円から    置費等の支弁額   費等の支弁額（全  4，173，001円から    置費等の支弁額   

D12  5，334，000円まで  （全額徴収。ただし、  D12  5，334，000円まで  （全額徴収。ただし、  
その額が166，600  その額が166，600  

円を超えるときは  円を超えるときは  
166．600円とする∩）   166．600円とする∩）   

その月のその措置  その月のその措置  
児童等にかかる措  児童等にかかる措  

5，334，001円から    置費等の支弁額   費等の支弁額（全  5，334，001円から    置費等の支弁額   

D13  6，674，000円まで  （全額徴収。ただし、  D13  6，674，000円まで  （全額徴収。ただし、  
その額が191，200  その額が191，200  

円を超えるときは  円を超えるときは  
191．200円とする∩）   95．600円とする∩  191，200円とする∩）   

D14  6674，001円以上  全額徴収   全額徴収  D14  6．674．001円以上  全額徴収   全額徴収  
1 この表のCl階層における「均等割の額」とは、地方税法（昭和25年法律  1 この表のCl階層における「均等割の額」とは、地方税法（昭和25年法律  
第226号）第292条第1項第1号に規定する均等割の額をいい、C2階層にお  第226号）第292条第1項第1号に規定する均等割の額をいい、C2階層にお  
ける「所得割の額」とは、同項第2号に規定する所得割（この所得割を計算  ける「所得割の額」とは、同項第2号に規定する所得割（この所得割を計算  
する場合には、同法第314条の7第1項第1号、第2項、同法314条の8、同  する場合には、同法第314条のエ、同法附則第5条第3項及び第5条の4  
法附則第5条第3項及び第5条の4第6項の規定は適用しないものとする。）  第6項の規定は適用しないものとする。）の額をいう。  

備  の額をいう。  備  なお、同法第323条に規定する市町村民税の減免があった場合には、その  
なお、同法第323条に規定する市町村民税の減免があった場合には、その  額を所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均  
額を所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均  等割の額とする。  

等割の額とする。  2 この表のDl～D14階層における「所得税の額」とは、所得税法（昭和40年  
2 この表のDl～D14階層における「所得税の額」とは、所得税法（昭和40年  法律第33号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）、所得税法等の一部を  
法律第33号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）、所得税法等の一部を  改正する等の法律（平成18年法律第10号）による廃止前の経済社会の変化等  
改正する等の法律（平成18年法律第10号）による廃止前の経済社会の変化等  に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律  
に対応して早急に諦ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律  （平成11年法律第8号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に  
（平成11年法律第8号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に  関する法律（昭和22年法律第175号）の規定によって計算された所得税の額をいう。  

考  関する法律（昭和22年法律第175号）の規定によって計算された所得税の額をいう。  考  ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとする。  
ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとする。  （1）所得税法第92条第1項、第95条第1項、第2項及び第3項  

（1）所得税法第78条第2項第1号、第92条第1項、第95条第1項、第2項及び第3項  （2）租税特別措置法第41条第1項、第2項及び第3項、第41条の2、第41条の19の2第1項  

（2）租税特別措置法第41条第1項、第2項及び第3項、第41条の2、第41条の3の2第4  並びに第41条の19の3第1項  
項及び第5項、第41条の19の2第1項並びに第41条の19の3第1項  （3）租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附則第  

（3）租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附則第12条  12粂  

3 この表の「入所施設」とは、児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害  3 この表の「入所施設」とは、児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害  

児短期治療施設、乳児院、助産施設、ファミリーホーム及び里親をいう。  児短期治療施設、乳児院、助産施設及び里親をいう。  



4 児童の属する世帯の階層がB階層と認定された世帯であっても、次に掲   

げる世帯である場合には、上表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基   

準額は0円とする。  
（1）「単身世帯」……… 扶養義務者のいない世帯  

（2）「母子世帯等」・‥＝母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第17条  

に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養している  

ものの世帯。  

（3）「在宅障害児（者）（社会福祉施設に措置された児童（者）、児童福祉法   
第24条の2により障害児施設を利用する児童、障害者自立支援法（平成17   
年法律第123号）第6条の自立支援給付の受給者（障害者自立支援法第5   

条第5項、第6項、第13項、第14項及び第15項のサービスに限る。）又は   

障害者自立支援法附則第22条の特定旧法受給者を除く。）のいる世帯」  

…次に掲げる児（者）を有する世帯をいう。   
ア 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に定める身体障害  

者手帳の交付を受けた者。  

イ 療育手帳制度要綱（昭和48年9月27日厚生省発児第156号）に定める  

療育手帳の交付を受けた者。  

ウ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134号）に  

定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭和34年法律第1  

41号）に定める国民年金の障害基礎年金手当等の受給者。   

ェ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）  
第45条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者。  

（4）「その他の世帯」・‥保護者の申請に基づき、生活保護法（昭和25年法  

律第144号）に定める要保護者等特に困窮している  

と児童福祉法第56条の規定による都道府県又は市  
町村の長が認めた世帯。  

5 同一世帯から2人以上の児童等が入所している場合においては、その月   
の徴収金基準額の最も多額な児童等以外の児童等については、その施設のこ   

の表の基準額に0．1を乗じた額をもってその児童等の基準額とする。   

ただし、平成18年10月1日以降において、措置児童等の属する世帯の扶養  

義務者が、児童福祉法第24条の2の障害児施設給付費を支給されている場合   
又は同一世帯の児童が障害者自立支援法第5条第7項の児童デイサービスを  
利用している場合、当該措置児童等の世帯に係る徴収金基準額については、  
「児童入所施設に係る徴収金基準額十児童入所施設に係る徴収金基準額×0．1   
×（当該世帯における施設入所児童の人数－1）」を当該世帯に係る上限（当   

該世帯における施設入所児童のうち、徴収金基準額が全額徴収又は日割りで   

あること若しくは児童自立支援施設適所部、情緒障害児短期治療施設適所部、  
「障害児施設措置費（給付費等）国庫負担金について（平成19年12月18日厚  

生労働省発障第1218002号厚生労働事務次官通知）（以下「1218002号通知」と  

1障害児施設徴収金基準額表（扶養義務者用）に定める   いう。）」の別表4  




